
(単位：千円）
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(単位：千円）

10 1 2

9
11

根拠法令

区分 金額
県 学力向上推進事業交付金 500 旅費 39

需用費 461

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　小中学校9年間を通した学力向上を図るため、計画・実
施・評価・改善プランを明確にして授業改革等の学力向上
策に取り組む中学校区を支援する。
　

（2）事業の必要性
　子ども達が抱える学力課題を解消し、学力向上につなげ
るためには、中学校区の学校間で課題を共有し、検証改善
のための計画・実施・評価・改善のサイクルを確立しなが
ら、市教育委員会と学校が協働して学力向上を推進してい
くことが必要となる。

（1）事業計画
　1中学校区実施・・・加茂中学校区
　
　内容
　　授業研究会の実施
　　先進地視察
　　学力テスト等を指標とした成果の把握と分析
　　研究主任連絡協議会への参加（年間3回）

（2）事業効果
　中学校区間での課題を共有し、計画・実施・評価・改善サイ
クルの視点をもって授業改善を図ることで、教育課程や指導
方法を見直すことができ、効果的な教育活動を充実させるこ
とが期待できる。

財源 財源名 金額

500 500 500学力向上推進事業 学校教育課 教育費 教育総務費 事務局費

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

区分 金額
県 生徒指導・進路指導総合推進事業委

託金
621 1 報酬 621

（1）事業の概要
　教育委員会事務局に訪問相談員を配置し、学校からの要
請により、訪問相談を行う。訪問相談員は、引きこもった児
童生徒の家庭訪問を行いながら、適応指導教室への通級、
米子養護学校との連携及び学校復帰に向けての支援のあ
り方、関係機関や保護者との連携等について研究実践を行
う。

（2）事業の必要性
家庭に引きこもった児童生徒やその保護者の悩みや不安を
解消したり、学校復帰を目指すために必要である。

（1）補正の理由
　県全額補助の実施事業が拡大となったため予算を補正し
対応するもの。

　内容
　　非常勤職員報酬

（2）事業効果
　家庭に引きこもった児童生徒や、その保護者等の悩みや
不安を解消することができる。
　家庭に引きこもった児童生徒の適応指導教室への通級、
米子養護学校との連携や学校復帰を目指すことができる。

財源 財源名 金額

621 921 621
生徒指導・進路指導総合推進
事業

学校教育課 教育費 教育総務費 事務局費 300

根拠法令

補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

本年度
当初予算額

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
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根拠法令

区分 金額
地方債 学校教育施設等整備事業 1,200 13 委託料 1,200

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　公共下水道・農業集落排水が供用開始となった区域にあ
る小学校について、排水の接続工事の設計を実施する。

（2）事業の必要性
　下水道・農業集落排水に接続することにより環境負荷の
軽減に取り組む必要がある。

　明道小学校、福米西小学校の下水道接続工事の設計を実
施する。

内容
　明道小学校下水道接続工事設計　600千円
　福米西小学校下水道接続工事設計　600千円

財源 財源名 金額

1,200 1,200 1,200
小学校下水道・農業集落排水
接続事業

教育総務課 教育費 小学校費 学校建設費

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令 学校教育法

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

74,600 委託料 600
工事請負費 74,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　学校教育施設を年次的に整備する。

（2）事業の必要性
　教育環境の向上を図るために学校教育施設を整備する必
要がある。

　学校教育施設の整備等を行うことで、教育環境の改善を図
る。

内容
　福生東小学校屋上防水改修　17,987千円
　崎津小学校屋内運動場屋上防水改修　11,813千円
　明道小学校バックネット改修　4,923千円
　彦名小学校バックネット改修　3,200千円
　崎津小学校バックネット改修　3,200千円
　彦名小学校渡り廊下改修　25,477千円
　トイレ改修（20箇所）　8,000千円

財源 財源名 金額

74,600 104,844 74,600小学校施設維持管理費 教育総務課 教育費 小学校費 学校管理費 30,244

区分 金額

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計



(単位：千円）

10 2 3

(単位：千円）

10 2 3

根拠法令 建築基準法等

13 委託料 7,000

7,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　屋内運動場に設置されている吊り天井の点検及び落下防
止対策工事を実施する。

（2）事業の必要性
　屋内運動場は、児童が学校生活を送る場であり、非常災
害時には避難場所としての役割を果たすため、吊り天井の
落下防止対策を行う必要がある。

　住吉小学校、加茂小学校、大篠津小学校、崎津小学校、
弓ヶ浜小学校の屋内運動場の吊り天井の点検調査を実施
する。

内容
　屋内運動場天井点検調査
　　住吉小学校　　　1,400千円
　　加茂小学校　　　1,400千円
　　大篠津小学校　 1,400千円
　　崎津小学校　　　1,400千円
　　弓ヶ浜小学校　  1,400千円

財源 財源名 金額

7,000 7,000小学校屋内運動場整備事業 教育総務課 教育費 小学校費 学校建設費

区分 金額

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令 学校教育法

地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

8,378 13 委託料 8,378

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（１）事業の概要
　単独調理場方式で給食調理を実施している加茂小学校、
彦名小学校、啓成小学校、五千石小学校について、平成27
年度からの中学校給食実施に伴い、共同調理場方式に変
更となるため、配膳室の整備を行う。

（２）事業の必要性
　児童に給食を衛生的かつ効率的に提供するために、配膳
室を整備する必要がある。

　加茂小学校、彦名小学校、啓成小学校、五千石小学校の
配膳室の設計を行う。

内容
　配膳室整備工事設計
　　加茂小学校　　　2,912千円
　　彦名小学校　　　2,015千円
　　啓成小学校　　　1,665千円
　　五千石小学校　 1,786千円

財源 財源名 金額

8,378 8,378 8,378小学校配膳室整備事業 教育総務課 教育費 小学校費 学校建設費

区分 金額
国

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計



(単位：千円）
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根拠法令

区分 金額
地方債 学校教育施設等整備事業 400 13 委託料 400

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　公共下水道・農業集落排水が供用開始となった区域にあ
る中学校について、排水の接続工事の設計を実施する。

（2）事業の必要性
　下水道・農業集落排水に接続することにより環境負荷の
軽減に取り組む必要がある。

　福生中学校の下水道接続工事の設計を実施する。

内容
　下水道接続工事設計　一式　400千円

財源 財源名 金額

400 400 400
中学校下水道・農業集落排水
接続事業

教育総務課 教育費 中学校費 学校建設費

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令 学校教育法

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

31,400 委託料 400
工事請負費 31,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　学校教育施設を年次的に整備する。

（2）事業の必要性
　教育環境の向上を図るために学校教育施設を整備する必
要がある。

　学校教育施設の整備等を行うことで、教育環境の改善を図
る。

内容
　福生中学校キュービクル床改修　7,000千円
　後藤ヶ丘中学校フェンス改修　9,342千円
　東山中学校防球ネット改修　8,859千円
　加茂中学校バックネット改修　3,200千円
　トイレ改修（8箇所）　3,000千円

財源 財源名 金額

31,400 52,932 31,400中学校施設維持管理費 教育総務課 教育費 中学校費 学校管理費 21,532

区分 金額

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

本年度
当初予算額

補正額 計
補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 3 3

(単位：千円）

10 3 3

11
13

根拠法令 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

1,530 需用費 67
委託料 1,945

11

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　美保中学校の空調設備の設計及び改修工事を実施す
る。

（2）事業の必要性
　美保中学校は、米子市内の学校の中で最も美保基地に
近い学校であり、夏の期間は窓を開けて授業を行う機会が
増えているが、航空機の騒音による支障も大きいため必要
である。

　美保中学校の空調設備改修工事の設計を行う。

内容
　設計業務　一式　　2,041千円

財源 財源名 金額

2,041 2,041 1,530 500美保中学校空調設備改修事業 教育総務課 教育費 中学校費 学校建設費

地方債 学校教育施設等整備事業 500 14 使用料及び
賃借料

29

区分 金額
国 防衛施設周辺防音事業費補助金

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令 学校教育法

区分 金額
地方債 学校教育施設等整備事業 1,400 15 工事請負費 1,400

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　中学校の放送設備を改修する。

（2）事業の必要性
　緊急時における連絡体制を確保し、教育環境の改善を図
る必要がある。

　東山中学校の放送設備の改修を行う。

内容
　放送設備改修工事　1,400千円

財源 財源名 金額

1,400 1,400 1,400中学校放送設備整備事業 教育総務課 教育費 中学校費 学校建設費

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計



(単位：千円）

10 3 3

(単位：千円）

10 3 3

根拠法令 建築基準法等

13 委託料 1,400

1,400

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　屋内運動場に設置されている吊り天井の点検及び落下防
止対策工事を実施する。

（2）事業の必要性
　屋内運動場は、児童が学校生活を送る場であり、非常災
害時には避難場所としての役割を果たすため、吊り天井の
落下防止対策を行う必要がある。

　美保中学校の屋内運動場の吊り天井の点検調査を実施
する。

内容
　屋内運動場天井点検調査　一式　1,400千円

財源 財源名 金額

1,400 1,400中学校屋内運動場整備事業 教育総務課 教育費 中学校費 学校建設費

区分 金額

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令 学校教育法

地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

18,484 13 委託料 18,484

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　平成27年度からの中学校給食の実施に伴い配膳室の整
備を行う。

（2）事業の必要性
　生徒に給食を衛生的かつ効率的に提供するために、配膳
室を整備する必要がある。

　東山中学校、福生中学校、湊山中学校、美保中学校、弓ヶ
浜中学校、尚徳中学校、加茂中学校、福米中学校、後藤ヶ
丘中学校の配膳室の設計を行う。

内容
　配膳室整備工事設計
　　東山中学校　　　　1,647千円
　　福生中学校　　　　1,638千円
　　湊山中学校　　　　1,621千円
　　美保中学校　　　　1,493千円
　　弓ヶ浜中学校　　　1,468千円
　　尚徳中学校　　　　1,553千円
　　加茂中学校　　　　1,705千円
　　福米中学校　　　　3,404千円
　　後藤ヶ丘中学校　 3,955千円

財源 財源名 金額

18,484 18,484 18,484中学校配膳室整備事業 教育総務課 教育費 中学校費 学校建設費

区分 金額
国

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計



(単位：千円）
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根拠法令

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

19,546 役務費 105
委託料 1,441

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　多目的便所の設置

（2）事業の必要性
　多目的便所は、公民館がすべての住民の利用を想定して
いることから、設置が必要である。

（1）事業計画
　多目的便所設置工事

　内容
　大高公民館多目的便所改修　　12,159千円
　淀江公民館多目的便所改修　　7,387千円

（2）事業効果
　多目的便所の設置により、利便性の向上につながり、利用
者の拡大が期待できる。

財源 財源名 金額

19,546 46,667 19,546公民館施設等整備事業 生涯学習課 教育費 社会教育費 公民館費 27,121

工事請負費 18,000

区分 金額

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令 学校教育法

地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

1,188 13 委託料 1,188

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　平成27年度からの給食の実施に伴い配膳室の整備を行
う。

（2）事業の必要性
　生徒に給食を衛生的かつ効率的に提供するために、配膳
室を整備する必要がある。

養護学校の配膳室の設計を行う。

内容
　配膳室整備工事設計　一式　1,188千円

財源 財源名 金額

1,188 1,188 1,188養護学校配膳室整備事業 教育総務課 教育費
特別支援学
校費

学校建設費

区分 金額
国

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

本年度
当初予算額

補正額 計
補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 5 7

(単位：千円）

10 5 10

8
9

根拠法令 文化財保護法　文化財を活かしたモデル地域づくり事業（H9文化庁、建設省選定）

区分 金額
報償費 42

397

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　国内最古級の仏教壁画が出土した史跡上淀廃寺跡の環
境整備を行う。平成11年度から事業を開始し、24年度まで
に来訪者が総合的に理解できるよう、出土状況や地形の復
元、遺構表示、地形模型やガイダンス施設・トイレ等を設置
した。25年度は、26年度以降の整備事業推進に向けた文化
庁との協議及び整備検討委員会等を開催する。
　
（2）事業の必要性
　重要な文化財の保存活用を行うために「伯耆の国よなご
文化創造計画」の中核に位置づけていることから、当該施
設の整備が必要である。

　今後の整備に向けての調整を図ることで、引き続き国指定
史跡「上淀廃寺跡」の保存活用を図る。

内容
　伯耆古代の丘整備検討委員謝金（6名分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42千円
　伯耆古代の丘整備検討委員等旅費　 163千円
　文化庁協議等旅費　　　　　　　　　　　　192千円

財源 財源名 金額

397 397史跡上淀廃寺跡保存整備事業 文化課 教育費 社会教育費 文化財保護費

旅費 355

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令

美術館リニューアルオープン記念事
業負担金

3,500 19 負担金補助
及び交付金

7,000

3,500

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　美術館のリニューアルオープン記念及び開館30周年記念
の特別企画展として、「サントリー美術館コレクション展（仮
称）」を開催する。
　
（2）事業の必要性
　図書館・美術館整備事業は「伯耆の国よなご文化創造計
画」に掲げる主要施策のひとつとして取り組んでいるもので
あり、リニューアルオープン記念事業として、改修により向上
した施設機能を最大限活かした話題性のある特別展を開催
する必要がある。

　平成25年12月15日～平成26年１月19日（予定）を会期とし
て、江府町との共同で、サントリー美術館の収蔵品による特
別企画展を開催する。その際、市内の小・中学校及び高等
学校の児童・生徒の入館料を無料とする。
　
内容
　サントリー美術館コレクション展（仮称）開催に係る負担金
　　　　7,000千円
　江府町からの負担金（歳入）　3,500千円

財源 財源名 金額

7,000 7,000 3,500
美術館リニューアルオープン記
念事業

文化課 教育費 社会教育費 美術館費

区分 金額
諸収入

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計



(単位：千円）

10 5 10

13
15

(単位：千円）

10 5 10

13
15

根拠法令

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

2,700 委託料 200
工事請負費 2,500

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　福市考古資料館の下水道接続工事を行う。
　
（2）事業の必要性
　下水道への接続により環境負荷の軽減に取り組む必要が
ある。

内容
　浄化槽汲み取り及び消毒費　200千円
　下水道接続工事費　　　　　 2,500千円

財源 財源名 金額

2,700 2,700 2,700
福市考古資料館下水道接続事
業

文化課 教育費 社会教育費 文化財保護費

区分 金額

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

2,520 委託料 120
工事請負費 2,400

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　御台場公園の下水道接続工事を行う。

（2）事業の必要性
　下水道への接続により環境負荷の軽減に取り組む必要が
ある。

内容
　浄化槽汲み取り及び消毒費　120千円
　下水道接続工事費　　　　　 2,400千円

財源 財源名 金額

2,520 2,520 2,520御台場公園下水道接続事業 文化課 教育費 社会教育費 文化財保護費

区分 金額

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

本年度
当初予算額

補正額 計
補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 5 10

13
15

(単位：千円）

10 6 3

11
13
15
18

根拠法令 スポーツ基本法、米子市体育施設条例

（2）事業効果
　屋外プールの諸設備の改修により、利用者に安心･安全な
施設を提供し、大会実施時の円滑な運営が図られる。

地方債 体育施設整備事業 66,900 工事請負費 128,431
備品購入費 38,754

金額 区分 金額
県 東山水泳場整備事業費負担金 89,322 需用費 2,667

委託料 8,793

22,423

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市営東山水泳場屋外プールの諸設備のうち、大会開催に
必要な設備の更新を行う。

（2）事業の必要性
　市営東山水泳場は県内で唯一、国体級の大会を開催でき
る公認水泳場であり、本市及び県内の水泳競技の振興に
必要な施設である。利用者に安心･安全な施設を提供し、大
会実施時の円滑な運営を図るため、諸設備の改修等が必
要である。

（1）事業計画
　大規模改修工事設計委託費
　大規模改修工事監理業務委託費
　屋外プールろ過器改修工事費
　目隠しフェンス設置改修工事設計委託費
　目隠しフェンス設置改修工事費
　飛込プール壁面改修工事設計委託費
　50ｍ・飛込プール壁面塗装費
　屋内・屋外給水配管取替工事
　高飛込マット・屋外時計修繕費
　スターティングブロック・着順表示板購入費
　更衣室・玄関ロッカー購入費
　プール水中掃除機購入費
　

3,060千円
3,833千円

84,683千円
700千円

6,611千円
1,200千円

17,744千円
19,394千円
2,667千円

26,838千円
9,779千円
2,136千円

財源 財源名

178,645 178,645 89,322 66,900東山水泳場整備事業 体育課 教育費 保健体育費 体育施設費

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

5,100 委託料 400
工事請負費 4,700

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　埋蔵文化財センターの下水道接続工事を行う。
　
（2）事業の必要性
　下水道への接続により環境負荷の軽減に取り組む必要が
ある。

内容
　実施設計委託料　　　　400千円
　下水道接続工事費　 4,700千円

財源 財源名 金額

5,100 5,100 5,100
埋蔵文化財センター下水道接
続事業

文化課 教育費 社会教育費 文化財保護費

区分 金額

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計



(単位：千円）

10 6 3

12
13
15

(単位：千円）

10 6 3

12
13
15

根拠法令

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

10,540 役務費 560
委託料 440

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　淀江運動公園内の下水道接続工事を行う。

（2）事業の必要性
　下水道への接続により、環境負荷の軽減に取り組む必要
がある。

（1）事業計画
　下水道接続工事設計委託費　　440千円
　下水道接続工事費　　　　　　　9,540千円
　浄化槽廃止に伴う清掃手数料　560千円

（2）事業効果
　現在浄化槽で処理している汚水、及び未処理のまま放流
している雑排水を、併せて公共下水道へ接続することによ
り、環境への負荷の軽減や施設利用者に対して快適な施設
環境を提供することができる。

財源 財源名 金額

10,540 10,540 10,540淀江運動公園下水道接続事業 体育課 教育費 保健体育費 体育施設費

工事請負費 9,540

区分 金額

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計

根拠法令

国 地域の元気臨時交付金（地域経済活
性化・雇用創出臨時交付金）

2,500 役務費 100
委託料 441

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　福米体育館の下水道接続工事を行う。

（2）事業の必要性
　下水道への接続により、環境負荷の軽減に取り組む必要
がある。

（1）事業計画
　下水道接続工事設計委託費　　　441千円
　下水道接続工事費　　　　　　　　1,959千円
　浄化槽廃止に伴う清掃手数料　　100千円

（2）事業効果
　現在浄化槽で処理している汚水、及び未処理のまま放流
している雑排水を、併せて公共下水道へ接続することによ
り、環境への負荷の軽減や施設利用者に対して快適な施設
環境を提供することができる。

財源 財源名 金額

2,500 2,500 2,500福米体育館下水道接続事業 体育課 教育費 保健体育費 体育施設費

工事請負費 1,959

区分 金額

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

本年度
当初予算額

補正額 計
補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 6 4

11
13
18

(単位：千円）

10 6 5

根拠法令 　　学校給食法

区分 金額
地方債 学校給食施設整備事業 800 13 委託料 807

7

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　中学校給食の平成27年4月開始に向けた給食配送校の
再編に伴い、配送対象校が増加する弓ヶ浜共同調理場の
コンテナプールを増築改修する。

（2）事業の必要性
　平成27年4月に中学校給食を実施するためには、平成25
年度に実施設計を行い、平成26年度末までに施設整備を
完了しておく必要がある。

（1）事業計画
　　平成25年度　実施設計業務委託　　　807千円

（2）事業効果
　弓ヶ浜共同調理場コンテナプールを拡張整備することによ
り、配送再編で増加する配送対象校の児童生徒に対して給
食を提供することが可能になり、それによって中学校給食を
実現することができる。

財源 財源名 金額

807 807 800弓ヶ浜共同調理場整備事業 学校給食課 教育費 保健体育費
給食施設整
備事業費

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

本年度
当初予算額

補正額 計
補正額の財源内訳

根拠法令

区分 金額
需用費 680

9,572

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 補正額の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　現在、米子市では共同調理場4施設、単独調理校4施設
で、市内小学校、中学校2校に給食を提供しているが、近年
食物アレルギーに起因するアレルギー症状がある児童生徒
への対応が課題になっている。
　本市でも、平成24年度2学期から弓ヶ浜共同調理場でアレ
ルギー対応食モデル事業を行っているが、今年度2学期か
らは全市的にアレルギー対応食を提供する。

（2）事業の必要性
　学校給食は教育の一環として実施するものであり、食物ア
レルギーのある児童生徒に対しても、可能な限りアレル
ギー対応給食を提供する必要がある。

　食物アレルギーのある児童生徒に対して学校給食を提供
することにより、学校生活での本人や保護者の不安や負担
を軽減し、充実した学校生活を送ることができる。

内容
　調理用器具等　一式　　　　　　　　　　　　　680千円
　調理委託料　　　　　 　　　　　　　　　　　　7,768千円
　備品購入費（電子レンジ、ＩＨ調理器等） 　　1,124千円

財源 財源名 金額

9,572 9,572食物アレルギー対応事業 学校給食課 教育費 保健体育費 給食施設費

委託料 7,768
備品購入費 1,124

補正額の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
本年度

当初予算額
補正額 計


